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そこで、広報委員会では、アカデミーにとっ

ても関係浅からぬこの基本法の逆用について、

会員の内から産・省●学を代表する次の４〃iの

方々に御寄稲をお願い致しました。

ＥＡＪＮｅｗｓＮｏ４７で既報の』廻り、昨年末待望の

この基本法の成立を受けて科学技術会議は、

今年６月をめどに「科学技術基本計、」を策定

し、国会へ報fIfする義務を負っている。

岡民の未来への希望の国家戦略として、科学

技術予算を早期倍増し、やがて国家安全保障費

に匹敵する国家予算になることは必至だけに、

》11然国民の理解が得られる国家の総力を結集し

た基本計画を策走すべきである。

「研究費には支払者のメッセージがついてい

る」とは吉川弘之東大総長の約;.だが、今後１０

年程度を見通した５年間の基本計illjiは、その出

来具合は|玉l民生活の未来を大きく左ﾌﾞｲ『する国家

の命運がかかっており、国費を負担する国民は、

現状打破への切実な願いと明るい希望ある未来

への期待を込めてメッセージを送っているとい

っても過言ではあるまい。

科学技術会議は、明治以来の硬直化した縦割

り構造を打破し、産学官の英知を結集し、国家

要請達成のため柑庁横断的に全圃家機能を活用

する計画策定を行わなくてはならない。これま

鯵
橋本首相は、「強じんなn本経済の再建」を

掲げ、211雌紀までの５年間を３段階に分け、①

本格的な禁気回復の実現、②抜本的な経済構造

改莱、③rlIlIで創造的な経済社会の発展基盤整

備を行う事を施政方針に示した。そして目指す

のは「科学技術創造立国」であり、わが国最大

の資源である人間の頭脳、英知を十二分に活用

し、未来を支える有為な人材の育成や知的資産

の創造を行い、経済フロンティアの拡大を図る

としている。

昨年11月に成血した「科学技術基本法」は、

この科学技術創造立国実現のためのものである

と考えている。

基本法は、窓法と個別法の間にあって、憲法

の理念・理想を個別法に反映させることがその

主な役割とされる。歴史的転換期における産業

社会の変化に対応して、科学膳技術創造立国の理

念を、長期的視点に立ちつつ個別法の新たな方

向付けを行えるという点で、基本法成立の意義

は大きい。

科学技術基本法が成立､公布・施行されました。法に関し各委員の意見を求め、

F、
三

寄稿原稿内容をとりまとめたものを、アカデミ

ーの提言として、会長名で科学技術会談（科学

技術基本法の1ルkする科学技術恭本計Mliiを莱

定）に提出する予定にしております。

'1本'Y:術会縦節５部災（帝人㈱顧問）

画Ｅ罰画詞回＆
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｢科学技術基本法の意義と展開への課題」
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でのように年２１１１１、しかも一時間稗度の形式的

な会議では、閣僚、劇''1家である議員の識見反

映の責任は果たし得ない。

科学技術政策がおよぶ範|〃|は広く、アカデミ

ック研究と教育の文部省、｜刈策プロジェクト担

当の科学技術庁だけでなく、剛もが関心を持つ

産業活性化の通商産業省､商度情報化の郵政省、

食料安全保障のための膿林水産省、国民健康保

全の厚生省、物流輸送の運輸省、震災安全に関

係する建設省、地球環境の環境庁、｜玉|際関係の

外務省など、さらに地方I』1治体も関連し、言い

かえれば、科学技術は行政・産業・国民生活に

深いかかわりを持ち、これほど国家戦略理念を

必要とする政策はないといえる。

基本計、の策定は、これまでのように各省庁

の計画を積み上げたようなキャッチアップ訓整

型であってはならない。新緑済社会椛築の主柱

｢科学技術基本法に期待する」

として、またアジア・太平洋地域との共生を蹄

まえ、戦略的思考による計画性のある構想提案

型つまりフロントランナー構想型でなければならない。

未来の社会要請を見通し、専門性、多様性を

踏まえて産業技術革新政策を中核とする基本計

、を立案するには、関係団体の利益代表ではな

く、専門性が高く、見識と国際感覚に優れ、国

民の立場に立った実行力に富む産・学・常の人

材の結集が求められ、参謀本部的機能が必要と

思われる。それにつけて思い起こされることは、

1863年米国大統領リンカーンは、南北戦争の影

響で欧州からの「知」の伝達遮断を憂い、科学

アカデミーを設立して米国民の未来を創造開拓

するため、全米科学者技術者の協力と奮起を要

請したことである。科学技術基本法成立は、｜｜

本国民が同様な呼びかけを我々にしているもの

と私は受けとめている。

鶴
(１Ｍ)機械伽&典協会別会優(元工業技術院長） 杉浦賢／

■■函函函便凸認罰。

ＭＡＳＡＲＵＳＩ〔ﾉＧﾉ【/RＡ

1960年代の終わり頃、｜]ﾐ|会に従業されて群議

未了で廃案となり、そのまま棚上げになってい

た「科学技術韮本法」が、先般、約i立法とし

て成立しました。その背欽には、脚による研究

開発投資の対GNP比が先進隣lIllで雌低である状

況も含めて、わが|:Elの科学技術の将来への危機

感があったものと思われます。

この基本法の意義は、科学技術振興に関する

総合的な施策の策定とその実施を|玉|の責務であ

ると明記した点にあると思います。

基本法によると、科学技術会談の談を経て、

｢科学技術基本計iiIIi」を策定することになって

おり、６月を目途に基本計画を作るべく、科学

技術会議によって検討が進められております。

これがどのようなものになるのか判りません

が、基本計画への期待と要望を述べてみたいと

思います。

科学技術振興に関しては、韮本法に示されて

いるように、研究資金、人材の確保、研究交流

の促進、環境の整備、研究支援機能の充実など

が検討の対象になりますが、これらは多くの問

題を抱えつつ相1ﾉｰに帝接に関連しております。

基本計仙iにおいては、総合的な立場から、州>''ｉ
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具体的に踏み込んだ内容の施策が示され、それ

が政府によって強力に実行されていくことを期

待しております。

次に、具体的に２，３の問題について述べて

みます。私は国立研究所で仕事をして来ました

ので、その立場からの記述となりますが、御了

解を頂きたいと思います。

国の研究開発投資については、平成４年１月

の科学技術会議第１８号答申に盛られている「で

きるだけ早期に倍増」という計両を引き継ぐも

のと思われますが、問題は倍増の内容です。基

本法では、産学官の連携、国際交流の促進を述

べておりますが、国立研では旅費が不足し、国

際学会への出席等、海外渡航の30～40％は自饗

によるものです。また、国立研の所長裁量で使

用できる経常研究費のかなりの部分が光熱水料

に消えているのが現状です。基本計画の中で、

あまり細い点について述べることはできないと

思いますが、研究投資倍増のあるべき姿につい

ては明記して欲しいと思っております。

国立研の研究者は、国家公務員であることに

よる規制が厳しく、大学や産業界との間で、人、

金、物の流れが制約を受けます。研究交流促進

岸、

~、
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法の制定でかなりの改善が行われましたが、制

度上の問題についても充分な検討をお願いした

いと思っております。

これらの問題のL|｣のいくつかは、平成７年度

の補正予算で手J1されました。例えば、通産省

や科技庁から、大学の研究者に対して相当大き

な研究我が出され、外国出張旅費なども追加さ

れております。また、平成８年度予算案で、科

学技術関係は10％を越える伸び率となっており

ます。このような科学技術に対する追い風の巾

で、韮本法を挺j'筆として、適切かつ強力な政策

が進められていくことを大いに期待しておりま

す。

基本法によって強力な科学技術政策が進めら

れていくと、研究者の方もこれにしっかりと応

えていかなければなりません。

柔軟で競争的な研究環境の醸成や評価の重要

性がよく論じられております。そのために必要

なことの一つは、研:究所長裁量権の拡大です。

所侵裁:Ｉ11:椎を拡大することによって、問題に柔

軟に対応でき、また、適切な評価を行って、優

れた人材に良好な研究環境を与えることができ

ます。大きな裁斌権には責任が伴い、その所長

の研究所巡憐は外部からの評価の対象となり、

これによって、研究所内に緊張感が出てくるの

も大切なことです。

以上、雄本法への期待と要望を述べてきまし

たが、基本法の制定で仏ができたことになりま

す。この仏にどのような魂を入れ、それがどの

ように機能していくかが、今後の課題です。

法への期待（大学の立場から）

名古屋大学工学部教授（Ｈ本学術会縦第５部会典） 松尾稔／
＝ー四便■錘回回呂

ＭＺｒＶＯＲ[／ＭＡ汚〔/０

１．はじめに

基本法が成立した今、早急に必要なことは、

教育研究の現場から基本計画策定のための「具

体策」を一つでも、二つでも提言することであ

る。さらに砿要な点は、今後の具体的事業が、

官学共に未経験の大変難しい事業だという認識

を持つことである。

2.実施体制の確立

基本法は成立し、戦略研究やCOEの概念も出

た。基本計画の理念や基本方針も早晩まとめら

れるに違いない。これに金さえあれば実効ある

研究が進み、人材が育つか。答は否である。科

学技術に関する明確な将来展望を立て、研究目

標を定め、申請案件を正当に評価．決定し、教

育研究謎を配分しなければならない。このプロ

セスを適正に実施するためには、上記の一連の

作業段階を通して確聞たる方法論と実行手段が

必要である。これは学問的にも技術的にも、ま

た人聯的にも大変難しい大システムであり、省

庁個々の思いつきでできるようなものではな

い。産'脚学から成る、真に権威ある、縦割り行

政を超えた新しい機関が必要である。我国には、

戦略性に必須の上記課程を本格的、組織的に行

った経験も裕稚もない。金を配る前に、鍵とも

いうべきこの組織の実現にこそまず努力すべき

である。成果の予測確率が低い基礎研究の評

1111i・実行には特に重要である。

3.大学における研究の視点

いきづまりつつある産業界の研究の一部を大

学にAj代りさせる姿勢でことに臨むならば、大

学の教育研究はいずれ崩壊する。当然のことだ

が、大半は''1長期的研究の場であり、同時に人

材育成のための教育の場である。大学には独''１

の理念と実行のための明確な視点が必妥であ

る。２点だけ挙げておきたい。①研究の基礎と

なるレベルの高い学問的素地が大学にあるこ

と。新技術の端緒は多分に感性によるが、研究

上のヒントを得るには学問的下地がいる。②研

究に自己増殖性があること。①、②によって中

長期的研究の視野が開け、人材も育つのであり、

これらの点は大学側の問題であると同時に、第

３者機関による暇要な評価の視点でもある。大

学への教育・研究投資は中長期的視野でなされ

なければならない。

４.研究費の配分

ここでは３，'‘!‘(だけ述べておきたい。①人f賊

について。研究は基本的に「人」によることを

忘れてはならない。たとえ独創的なリーダーと

設備があってもそれだけでは研究は進まない。

定貝蛎も必要だが、まず研究費の中から研究員

EAJNEWS3



の臨時雇川、大学院生への奨学金支給の自由裁‘

量椎を教官に与えるべきである。ここ一両年、

省庁間の確たる連携的思想なしに研究設備が大

学につきだし、このような状況に慣れていない

教官は喜々としてこれに飛びついている。この

状況が加速されればいずれ人不足が顕在化して

実効は上らず、“大学に無駄な大金（設備）を

つぎ込んだ”という、かつてのバブル経済と同

種の状況を生む危険性がある。苦しまぎれに、

適性を無視して院/１２を増やせば、将来オーバー

ドクター|川辿に皇IilI化むことになる。“大学の活

に望むこと

性化＝装置の数”の図式は間違いである。②講

座笠的研究菱の重要性。プロジェクト研究は、

その時期のはやりの分野が厚遇されがちとな

る。大学の研究の生命の一つは、一見、確たる

利用目的も成果も見定められない基礎研究であ

る。厳正な評価が必要だが、今地味な分野にこ

そ定常的に研究費がまわること､が重要である。

③その他：紙幅がないので結論だけ普く。大学

のスペース不足は限界を超えている。設備も人

ももはや入らない。設備の前に入れ物が必要で

ある。

埼玉大学大学院政策科‘､j4研究科教授丹羽冨士

酉函画璽属９画、惑

雄／Fuﾉﾉｏ/v/wハ

科学技術韮本計1111iと聞けば、科栄技術会談に

よる答I|:|を連想する。韮本計lIl1iは科学技術基本

法に蕪づいて策定されるので、従来の答申ある

いはそれに基づいた科学技術政策大綱とはかな

り違ったものになると予想される。どの点で従

来の答I:'１を越えねばならないか。

筆者は従来の答申の中でも１１号答申は政策と

して．優れていたと評価している。その理由は、

明示されてはいないものの(1)国の長期的な目

標､(2)|玉|の当而の課題、(3)科学技術課題、(4)具

体的施策と重点領域、というようにより長期的

全体的なものからより呉体的な方錐へと、４層

からなる構造を読みとることができるからであ

る。これは他の答I:|:Iには見られない11号答申の

大きな特徴であり、結果としてかなり説得力の

あるものであった。

この経験に照らせば、雑木計IIIIiにまず求めら

れるのは政策が構造化されていることである。

lｌけ答I'１では、残念ながらよく読んで分析する

ことによって初めて構造が兄えるようになって

いた。これでは不ｌ分である。だれにでも分か

るように|ﾘj示的な榊造が必要である。構造では、

まず科学技術に限らず'二K|の擬期的なＨ標を明ら

かにする。次いで、｝'1而解決しなければならな

い中期的な具体的課腿あるいは問題領域を特定

する。このような課題を科学技術政策がどのよ

うな方針で対処するかを明確にする。１１号答申

では国際貢献など３項'－１が挙げられていた。最

後に個別具体的な政策や重視領域を明示するこ

EAJNEws4

とである。これによって科学技術政策を貫く論

理とシナリオがりlらかになる。１１号答申では、

噸に構造が見えるだけで各胴間の関係が必ずし

も明確でなかった。

このような構造は政莱の砿点やポイントを評

価する枠組みになる。したがって、望まれるの

は、過去の答申がともすれば陥りがちであった

個別政策の総花的羅列や玉虫色表現ではなく、

メリハリの利いた戦略的な政策構造である。そ

れはより上位の'二|標を達成するためにはどの程

度下位の方策が必要かをﾘjらかにするので、必

然的に数量的な目標を明示することとなろう。

また、目標志向的な政策になるので、既存の研

究開発の延長よりも、新産業の創出につながる

研究開発や各種データベースの術築など従来と

もすれば軽視されがちな新分野の研究が璽視さ

れるようになろうか。産学宮の機能と役割分根

も問い直されるに違いない。

構造が明確になれば、呉体的な研究開発資金

の配分等も筋の通ったものになると期待でき

る。それは構造によってどの施莱が重要かの評

'価が見えるようになるからである。’'1時に従来

の不具合を正す新しい仕組みが必要になろう。

例えば､研究プロジェクトの採択に当たっては、

利害関係のない専門の常勤訓査官を世<など、

客観的な事前評価のために十分な体制と盗金が

必要である。従来場合によってはほとんど何も

行われていない事後評価も改善する必要があ

る。これらの情報が蓄積されれば、次年度以降

俣璽qb
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御国、
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の評価がより合理的になることが期待できるの

で、データベース化がぜひ必要である。なお、

洲iiiと事後の評価を充実すれば、研究資金の使

い方を含めて実際の研究湘動は柔軟にすべきで

はないか。例えば、Ｉ:E|際化時代を迎えて、従来

の海外旅費は少なすぎるし硬直化している。

個々のプロジェクトの評価も重要であるが、

雅本計画そのものの評価も爪要である。当初の

計画がどの程度実現されたかに関しては、研究

盗金等のインプット面の計測はそれほど困難で

はない。しかし、効果を測定することは非常に

むずかしいと思われるので、その面の調査や研

究を充実することが望まれる。

雌後に、基本計1111iは難本法に基づいたまさに

'1帆的な政策であり、従来に較べても多額の盗

金を投入することになる。また、その成果は右

形無形に広く国民の生柄に密着したものにな

る。だとすれば、基本計iIIli自身が分かりやすい

ことの他、その周知および計画の結果や評価の

公表、さらに踏みこんで計lIl1i作成や評価に非専

lIIj家の意見を反映させる等、Ｉ却民の理解を得る

ための様々な努刀が必要である。

一第７B回談話サロン「生体に適用される医療用材料の課題と展望」

日時平成８年１月2511（水）

場所愛知厚生年金会館

｡O＝画酉画画定再

I1l島浩衛／KOEハIAKAﾉﾉMハ

は、昨年の薬鞭法の改正

(:lIj:蕪査制度、ＧＭＰ許可要件

講師圃友哲之輔氏（東レ㈱、理事、医薬・医化、トラッキングの導入、

療事業部'111、医澱機器lIf業部長） 適性使用義務など）と昨ｲド

７月にできた製造物黄'柾法

第78回談話サロンでは、生体に適用される医（PL法）であると。また、経国友哲之輔氏

療用材料の課題と将来への展望などについて、

人工腎臓の研究開発を、２０年にわたって行って

こられた豊富な体験を持つ|戒|友氏の講演を伺った。

臨床に適用されている主要な医療機器分野

は、平成６年の医僚蜜25.7兆'１１（内医薬,liII,７．兆

'11）の111で、医慌器具が７％の1.8兆l-Ijでその

｢|･'の医療材料は８千億円となっている。これら

の中で、一品目がloo億lIj以上の医療用具に注

射器、カテーテルをはじめ各種の医療用具があ

り、今回の講演では、人工腎臓などの体外循環

用具を中心に伺うことができた。

ＰＬ問題などで企業が医療用材料を提供され

なくなってきたことが、ル冒擁川具がかかえる一

番重要な問題となっていることについて、米ＩＫｌ

とＨ本の例を挙げて説lﾘlされた。また、この問

題は、一私企業だけの対応では難しい問題であ

り、医療用材料の危機の時代が到来しているこ

とを、学会などでアピールする必要があると強

調された。

医学的な必要性のもとに、医擦用材料の開発

設計を行うとき、材料としての｣皇学的設計を米

本にするが、法規制や経済性抜きには語れない

時代になったと述べている。特に法規制問題で

済性の問題では、医療保険制度での薬価問題や

パスできるかなど和』11の時間とエネルギーを要

するとしている。

体外循環、血液透析は閥友氏が永年かけて研

究開発してきた分野であるが、これら"を取り巻

く環境が厳しくなり、緋い技術者達をディスカ

レッジさせないように､努力されているという。

血液透析は、1994年||本で14.2万人（人１１１０(）

万人当たりllOO人)が使用しており非常に多く、

次いで米国（720人)、英国（｢|本の半分）の順

になっている。血液透析は初めは救命だけが目

的であったが、今では延命も州来るようになっ

てきている。日本では|ﾀﾐ嫌保険が適月1されて急

に透析の治療をうける旭粁が多くなった。将杉

植にはどうしてもドナーの限界があり、透析治

療法が世界的に蒋及していくことが予想される

という。

体外循環治療法は、血中に存在する毒素や病

|火|物質を迅速かつ効率的に除去でき、赤性やiiiリ

作川がすぐないこと、また、患者からの離脱が

容易であり、医薬との補完的利川関係などの特

徴をもっている。しかしながら透析を続けて２０

年も経つと約60％の人がⅢWみを訴える障害など
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もあるということも伺った。今後体外術戦法で

除去したいターゲット物質として､末期腎不全、

毒物中毒、肝不全、高脂血症および感染症・敗

血症などを引き起こす病州勿質を挙げている。

また､敗血症に対する新しい繊維の開発ができ、

人工腎臓についで第２の体外循環法として現在

取り組んでいるという大変心強い紹介もあった。

最後に医療用材料の開発状況について触れ、

米剛では全く新製品は造れない状＃dにあり、今

では外来の忠者の治療は、１０ｍも201111も使い古

した汚いものを使って治探をうけているとい

う。ＰＬ法などが導入されてくると、’1本の人

工腎臓メーカも''１じょうになるIり．能性もあり、

今後の医擁用材料の開発は、｜胃1・欧で頑張らな

くてはいけないと紬んでいる。また、講演後の

質疑応答も活発であった。

鰯 日本学術会議第５部会員との懇談会

、

雌隙

岡村会長

、
伊藤正男日本学術会議会長

恒例の日本学術会議第５

部会員との懇談会は、２月

１６日に学術会議に近い‘は

あといん乃木坂，（健保会館）

で開催された。学術会議第

16期会員が選出された時は、

第16期第５部会員の約半数

が当アカデミーの会員であ

ったが、その後約１年半の

間に５名の会員がアカデミ

ーに入会され、親密の度を

加えている。

本年の懇談会では、昨年

lUlの科学技術基本法の成

立を受けて、岡村会長の挨

拶、伊藤正男日本学術会議

会長及び内田盛也第５部長

の御挨拶ともこの点に触れ、内田盛也第５部長（/ﾉ脚1矢妙とも､一(/ﾉ,1割､ﾚｰﾙ1Ｍし、

特に内田部長(当アカデミー会員）からは、木

法成立の経緯と学術会議としての取り組みにつ

「

EAJNEWs6

分野（２）小尚

（２）佐藤

（２）土居

（２）持出

（３，６）岡上

(４）野村

(４，６）前川

(５）石川

康邦

繁

範久

惰宏

明雄

束太

進

洋一。

桜井宏／
－画睡輯Ｅ宮画哩肩

〃ﾉﾉﾏＯＳﾉｿﾉＲＡＫ〃ﾉ?Ａノ

いて若干詳しいお話があっ

た。その後、学術会議第５

部会員でもある両瀧潤一副

会長の発声で乾杯し、懇談

に入った。

伊藤会長には、1994年にけり娠云旗レー(Ｉ｡､、ｌソソ牛rlニヤー西津潤一副会長

談話サロンで脳のお話を頂いた関係もあって、

アカデミー会員には知己も多く、今後学術会議

と協力して活動する機会も益々増えると思われ

るので、多数のアカデミー会員が伊藤会長と懇

談できたのは大変有意義であったと思う。

科学技術基本法で要求される科学技術基本計

iiIiiが莱定されつつあるこの時期､話題は尽きず、

懇談は予定時間を火l陥に超過したが、非常に意

義深い会合であった。

蝋
ジｊ
軸’１１
：“

'１本電気㈱技術顧問

㈱富士迦研究所代表取締役社長

慶懸義熟大学肌:1:学部教授

㈱薦士迦研究所取締役

'1抑㈱専務取締役技術開発本部長

兼総合環境企iiI1i室長

横浜国立大学学慢

㈱||本港湾コンサルタント代表取締役副社便

来京大学:_'二学部教授（材料学科）

以上８名

＝為

~罰
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参力|俄：5,0001'」
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撒入盤国人客員の紹旦iｋ

＊お問い合わせ先

（社）１１本｣:学教育協会外〔京都港区三|Ⅱ

3-5-21三川アルスビル（帆当守屋）

Tcl：03-5442-1021Fax:03-5442-0241

「

以上Ｍ

GcorgeW,GrayProfessorEmel･itus､UniveI･sｉｔｙｏｆＨｕｌｌ

ＵＮＩＴＥＤＫＩＮＧＤＯＭ

|’

]ｍＵＥｒ，、肌、ハロ『Ｍ，
ＩＲ１Ｕ瞬込四ｐｍｍｍ〃証ロロ画聖

ロ時平成８年５月1７１１（金）９:30～17:００

会場東京理科大学１妙館記念講蝋(飯ⅡI橋）

（新宿区神楽坂l-3Tel:03-3260-4271）

主催（社)日本工学教育協会

共催主要20学協会

協謎’1本工学アカデミー他

《プログラム要点》

テーマ：産業構造の変雌に対応した大学と企業

第１０回通常総会開催通知

会員各位

’1本工学アカデミー

平成８年５月１７日（金）午後３時10分から、

東京都千代|Ⅱ区麹町1-4束峰会館において、ｉ､‐

記議題により本会第lOlIil迦常総会を開催致しま

すので、会岡各'位に辿知致します。

なお、正式通知は追って擁し上げます。

’

’ での教育のあり方

附会挨拶（9:30～9:35）「服学教育」連合講演会

実行委此会委員長’'１イi振作氏

薙調講演（9:35～１０:25）「２１世紀の||本の技術

開発と工学教育」

誰師：東北大学総怪西津潤一氏

Ｃｌ'i会副会長）

セッション１（10:２５～１２:05）

講演ｌ「90年代後半の製品開発に求められる

材料開発者の教育」

講師：Ｈ経BP社制作管理本部第一制作室長

丸'11正|ﾘl氏

識演２「通信術）1Aを利用した大学教育とリフレ

ッシュ教育」

講師：東京工業大学教育工学開発センター

長教授清水康敬氏

セッション２（13:１５～１４:55）

識波３「アジア1:科大学院における工学教育」

講師：東京大学生産技術研究所教授

村井俊治氏

Ｉ櫛油４「技術・技能の伝承と教制

誰師：大阪大《､jﾒ:［学部教授洲''一明氏

セッション３（15:１０～16:50）

講演５「グローバルエンジニアの育成」

誰師：三菱総合研究所常務取締役

ljIIH郁夫氏（､11会会員）

講波６「産業柄動のグローバリゼーシヨンに

適した人材育成」

講師：三菱化学アメリカINC､副社長

小沼利彦氏

議題

Ｌ平成7年卿業＃,婿及び収支決州年’
２．平成８年度事業計画及び予算（案）

３．平成８年度日本-1葛をアカデミー役典選川

４．その他

以上

総会後、各委員会・専''１部会報告並びに懇親

会を計iI1Iiしております。

｜なお、例年総会後に行われる特別講演は、今

|回は講師の御都合により、午後２時（総会開始

購擬淵削鵬
ですが、２１世紀のさらなる技術革新に向け、工

|漁熊享三跡…蹄
｢工学教育」連合講演会協賛のお知らせ

岸与

Ｐ‐



ロ雨一一一一一一

＝一一一一一一一一一一二==－雪．

!室董昼から塑墜_!！
昨年１１月、液晶のパイオニアとして著名な

GeorgeW.Ｇray教授が京都蛍受賞のため来ロさ

れた際、特にお願いして、談話サロンで御講演

頂きました。

“LiquidCl･ystalsandSomcFuIul･eProspectsfbI
1heirApplicaitons'，と題された御講演は、通訳

なしで行われ、出席者には、教授より事前に頂

戴した講演テキスト、OHPコピー、並びに専務

理事による講演和訳が配付されました。

今、、それらに質疑応答（和英共）を加えた

ものが印刷物になりました（8'pp.)。頁数が多
くなったため、予算の関係でInformationとして

全会員にお配りすることはできませんでしたの

で、御希望の会員に配付致します。

液晶をつくる化合物の研究から、各種電子機

器の表示装置として重要な液晶表示デバイスが

開発されるまでの、多分野にまたがるイノベー

ションプロセスを知ることができる貴重なお話

ですので、御希望の方鯛珊局まで御連絡-下さい。

尚、別掲の通り、Ｇray教授は去る３ﾉ122日の

J1脚会で、外国人客員会貝に選川されましたr，

事務局人事

平成８年３月３１日付

依願退職那務Aj長中山茂雄

４月１日付

事務局長事務取り扱い

専務肌蛎桜井宏

４月１日付

事務局長補佐志満宣子

AEESEAP'９６東南アジア

太平洋工学教育協会

工学教育国際会議併催展示会のお知らせ

前妙でお知らせ致しました工学教育国際会議

の開惟に併せて、“'96教育総合機器・システム

展'’（平成８年４月2411（水）～261Ｉ（金）於幕
張メッセ）が開かれます。
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同展示会のパンフレットと御招待状が事務局

に岨きましたので、今号のニュースと共にお手

元におｊＩＩＩけ致します。

EAJNewS、ＥＡＪInformation保存川のグリーン

ファイルに残部がございます。御希望の方は、

事務Aijまでお申し出下さい。

森博会員

基礎地盤コンサルタンツ㈱代表取締役会長

平成８年２月３日逝去享年73歳

鵜戸口英善会ｊ－ｉ

東京大学名誉教授

平成８年２月16日逝去享年79歳

直んで御冥福をお祈り致します６

編集後記｡。

心弾む季節の訪れと共に、私たちア，

カデミーの事務局にも小さな変化があ

りました。

３月末日で中山茂雄氏が事務局を離

れ、一方、非常勤ではありますが女性

スタッフがひとり加わって、‘･女性の

|刺’へと様変わり致しました。

さらにきめ細かい対応で会員の皆様

の御要望にお応えしたいと存じます。

これまで同様、どうぞ宜しくお願い申

し上げます。

末筆ながら、森博様、鵜戸'1英蕃様

の御冥福を心よりお祈り致します。

眉腰日本工学ｱｶテﾐー 広報委員会

β~

"‐、


